
将
来
を
見
据
え
た
財

政
運
営
に
つ
い
て
、

国
の
歳
入
・
歳
出
一

体
改
革
路
線
等
国
の
動
向
を
常

に
念
頭
に
置
き
、
財
政
健
全
化

法
下
の
健
全
財
政
の
継
続
を
し

て
ま
い
り
ま
す
。
ま
た
、
町
税

等
自
主
財
源
の
確
保
に
つ
い
て
、

よ
り
一
層
地
域
の
理
解
を
前
提

と
し
た
取
り
組
み
を
推
進
し
て

ま
い
り
ま
す
。

４

新
政
権
下
の
新
年
度
予
算
編
成
は
、
長

引
く
不
況
の
影
響
を
受
け
国
税
収
入

が
依
然
と
し
て
低
水
準
で
推
移
す
る

こ
と
が
想
定
さ
れ
る
中
で
、
「
人
間
の
た
め
の

経
済
」
を
目
指
し
、
子
育
て
、
雇
用
、
環
境
、
科

学
・
技
術
に
重
点
を
置
く
こ
と
と
し
て
お
り
ま

す
。

　

小
平
町
の
財
政
状
況
に
お
い
て
も
歳
入
は
、

自
主
財
源
で
あ
る
地
方
税
（
町
民
税
や
固
定
資

産
税
な
ど
）
は
、
長
引
く
景
気
の
低
迷
に
よ
り
、

地
域
経
済
は
一
段
と
厳
し
さ
を
増
し
て
お
り
減

少
が
予
想
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

　

そ
の
よ
う
な
中
で
、
本
年
度
の
予
算
編
成
に

当
た
っ
て
は
平
成
20
年
度
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
た

「
小
平
町
新
総
合
計
画
」
を
基
本
と
し
て
、
地
域

の
活
性
化
と
町
民
の
福
祉
の
向
上
に
つ
な
が
る

予
算
編
成
を
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

　

予
算
総
額
は
、
一
般
会
計
で
は
41
億
９
百
万

円
、
老
人
保
健
会
計
他
５
特
別
会
計
で
は
13

億
６
千
５
百
87
万
７
千
円
、
水
道
事
業
会
計

で
は
１
億
９
千
２
百
44
万
２
千
円
で
、
総
額
56

億
６
千
７
百
31
万
９
千
円
と
な
り
、
前
年
当
初

と
比
べ
3.3
％
の
増
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

次
に
、
各
課
の
施
策
概
要
に
つ
い
て
お
知
ら

せ
い
た
し
ま
す
。

総　

則　

予　

算

平成22年度 町政執行方針
平成２２年第１回町議会定例会が３月４日から１９日まで開催されました。
この定例会で横濱町長は、平成２２年度町政執行の基本方針を述べるとともに、
この方針に基づいた予算案を提出し、慎重審議の結果原案どおり可決されました。
新年度のスタートにあたり、その概要をお知らせします。

職
員
定
数
及
び
職
員
給
与
や
各
種
委
員

報
酬
等
の
適
性
管
理
。
交
通
安
全
及

び
防
犯
対
策
の
推
進
。
さ
ら
に
は
、

防
災
及
び
防
火
対
策
の
充
実
等
「
小
平
町
新
総

合
計
画
」
を
基
本
と
し
て
行
政
と
町
民
が
意
欲

を
持
っ
て
取
り
組
む
体
制
づ
く
り
や
安
全
安
心

な
地
域
づ
く
り
を
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

①
交
通
安
全
対
策
に
つ
い
て
は
「
事
故
に
遭
わ

な
い
、
起
こ
さ
な
い
」
こ
と
を
基
本
理
念
と
し

た
安
全
対
策
を
引
き
続
き
励
行
し
ま
す
。

②
防
犯
対
策
に
つ
い
て
は
、
不
審
者
や
詐
欺
商

法
対
策
な
ど
地
域
内
連
携
を
図
り
な
が
ら
活
動

推
進
し
ま
す
。

③
防
災
対
策
に
つ
い
て
は
、
関

係
機
関
や
地
域
と
連
携
し
た
防

災
訓
練
の
実
施
な
ど
防
災
意

識
の
高
揚
及
び
備
え
に
努
め
ま

す
。

④
防
火
対
策
に
つ
い
て
は
、
救

急
体
制
の
充
実
と
住
宅
用
火
災

警
報
器
の
普
及
促
進
等
防
火
対

策
を
推
進
し
ま
す
。

⑤
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
に
つ
い

て
は
、
難
視
聴
地
域
へ
の
対
応

な
ど
も
含
め
地
域
住
民
の
不
安

解
消
な
ど
情
報
提
供
に
も
努
め

ま
す
。

⑥
定
住
対
策
に
つ
い
て
は
、
支

庁
圏
域
を
越
え
た
幌
加
内
・
沼

総　

務　

企　

画

田
両
町
と
の
連
携
な
ど
、
当
町
の
地
域
特
性
を

活
か
し
た
対
策
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
官
民

一
体
と
な
っ
た
協
力
体
制
の
構
築
に
努
め
ま
す
。

⑦
広
域
行
政
に
つ
い
て
は
、
地
方
分
権
改
革
の

一
貫
と
し
て
進
め
ら
れ
て
い
る
事
務
権
限
の
移

譲
に
よ
り
地
方
自
治
体
の
負
担
は
組
織
の
縮
減

と
反
比
例
し
て
増
加
傾
向
に
あ
る
中
で
、
管
内

７
町
村
に
よ
る
広
域
連
携
の
基
盤
と
な
る
電
算

シ
ス
テ
ム
の
共
同
化
を
目
指
し
た
組
織
づ
く
り

等
さ
ら
に
一
歩
進
ん
だ
広
域
行
政
の
あ
り
方
を

検
討
し
ま
す
。

主な投資的事業 予算額

極微小テレビ放送局デジタル化事業 60,000千円

主な投資的事業 予算額

役場庁舎改修事業 112,000千円

財　
　
　
　

政


